
本資料「「社会」に向かって伸びる中国の「労働」―広東省の「源頭治理」

（根源からのガバナンス）を事例として―」は，２０１８年７月１１日に開催さ

れた外国人研究者を囲む研究会で，本学客員研究員として在籍しておられた

張暎碩教授（韓国聖公会大学）がされた研究報告をとりまとめたものであ

る。原文は中国語で，大島が翻訳した。
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一、序論：なぜ広東なのか
１．頻発する労働争議と厳しい労働問題

２０１０年１月２３日に，富士康（Foxconn，訳者注：台湾の鴻海精密工業の

中国現地法人）において最初の投身自殺がおこってから，２０１０年１１月５日

までに富士康においては１４回もの投身自殺事件がおこった。

広東省南海市のホンダ自動車の部品工場でのストライキ（２０１０年５月１７
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日～６月４日）は，中国建国以来もっとも影響の大きかった事件である。中

国の労働争議はこの南海市のホンダストライキから始まって，個別の労働争

議が総体としての労働争議に転換し（Grey and Jang，２０１５），２０１０年５月

～７月には１００件以上のストライキが発生した。

２０１４年の「裕元」ストライキは，建国以来もっとも多数の労働者がスト

ライキに参加したものであった。「裕元」の４２，０００人の全職員中，３万人も

の職員がストライキに参加している。

「ストライキの常態化」という表現は，最近の広東省で，毎年「群衆性事

件」が２，０００～３，０００件，「ストライキ」が２５０～３００件発生していることに

基づいている（元広東省総労働組合副主席の調査報告，未発表，２０１５年）。

２．労働力供給不足問題：ルイスの転換点（ Lewis’s Turning Point ）

２００３年以降，広東省では，労働力供給の不足問題に直面した。これにつ

いて中国の学術界では，いわゆる「ルイスの転換点（Lewis’s Turning

Point）」問題を援用して論争が行われている。２０１２年の広東省の農村出身

労働者数は２，６７７万人（内，省外出身の農村出身労働者は１，６４９万人，広東

省内出身者が１，０２８万人）に達した。２０１０年から５～７％ の農村出身労働者

が，春節（旧正月）後に都市に戻らなくなっているが，この結果，珠江デル

タ地域では，毎年農村出身労働者が１３５～１９０万人減少したことになる。広

東省の農村出身労働者の７０％ が深圳，東莞，広州，佛山，中山の５都市に

分布している。

３．産業構造の転換は新たな労働問題をもたらす

労働集約型産業が，しだいに先進的な製造業，サービス業，新型産業の急

速な発展に代替されると，企業の撤退，合併，倒産等の一連の労働問題が発

生する。

広東省の農村出身労働者の就業は，産業別にみると，第２次産業が５５％，

第３次産業が４２％ であり，業種別にみると，製造業３７．５％，建設業１２．７％，
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卸売・小売業等の物流が１３．８％ である（元広東省総労働組合副主席の調査

報告，未発表，２０１５年）。

４．「新しい労働者」

いわゆる「新世代農村出身労働者」あるいは「新しい労働者」は，徐々に

産業の労働力と労働抵抗力の主力となりつつある。

５．広東省は中国において「先行的，パイロット的」な地域である。

広東省総労働組合は南海市の本田ストライキ以後，積極的に労働組合幹部

選任のための直接選挙を進め，労働組合への職業幹部の雇用，「根源からの

ガバナンス」（「源頭治理」）等，一連の改革措置を実施した。広東省のいく

つかの改革措置は中国のその他の省にも応用されている。

二、いくつかの研究に値する問題
１．中国の労働問題は激化するのか？中国政府はどのように労働問題に介入

するのか？こうした問いに対するいくつかの学術的観点

１）Silver（２００３）：「資本がどこに移転しても，労働の反抗はそこに現れる」

資本家は資本蓄積の危機を克服するため，資本と生産の再配置を実施す

る。資本家は「生産」を労働者力量の脆弱な空間に移転させ，同時に本国に

おいて技術，製品，金融の調整を行う。生産の再配置を行う空間の中で，資

本家はさらに多くの利潤の獲得のため，労働者を圧迫し，「底辺への競争」

という現象が出現する。資本の移転に伴って，労働者の力量が脆弱な空間の

中に膨大な数の労働者が出現し，労働者の資本に反抗する力量が与えられ，

増強されていく。こうして，資本家は先進国で形成された社会共助を破壊す

るだけでなく，労働の消費化を深化させ，資本主義体制を合法的な危機に導

くのである。

Silverのこうした見解については，Grey（２０１０）は誤りがあると指摘す

る。たとえば，「グローバル生産ネットワーク」に組み込まれている東アジ
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アの諸国の中で，マレーシア，タイ，ベトナム，香港，シンガポール，台湾

等においては広範囲の労働抵抗がなく，東アジアの中では韓国が例外であ

る。また，「国家は産業のグローバル化の過程においてどんな作用をはたす

のか？」という問題についての分析が欠如している。

そうであれば，どのように改革開放以来の中国の党と政府が，労働の領域

でどんな作用を果たしてきたのか？という問題を考える必要があろう。これ

については，二つの代表的な観点がある。

２）中国が推し進める新自由主義政策（Harvey（２００５），Hart-Landsberg

（２０１１））

西側先進国が資本蓄積の危機に直面して，新自由主義政策を開始したこ

ろ，ちょうどまさにそのときに中国共産党は改革開放政策を推進してきた。

西側国家の資本吸収のために，中国共産党は労働領域において一貫して「親

資本」的政策を推進してきた。

３）中国は必ずしも新自由主義政策を推進したのではなく，「非資本主義」政

策を推進したのである（Arrigh，（２００７））。

二つの概念を区別する必要がある。すなわち「財産の搾取を通じた資本蓄

積」と「財産の搾取を通じない資本蓄積」の概念である。前者は西側先進国

の発展方式であり，後者は中国の発展方式に代表される。

中国の国家性質を明らかにするためには，同一学派の内部でも大きな意見

の相違があるため，現地での調査が必要になる。

三、調査研究
１．中央政府の政策の変化：調停→大調停→根源からのガバナンス

２０１５年３月２１日中国共産党中央，国務院は連名で「労働関係において

「和諧（調和）」を構築することに関する意見」を発表した。これは中国の中

央がすでに労働政策について補充または修正を行っていることを示してい

る。

１）調停：１９９３年「労働争議調節仲裁法」
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いわゆる「一調一裁両審」

２）大調停

いわゆる「三調一裁両審」

しかし，調停人は不足している。２００６年に専任調停人は約９８００人，兼職

調停人が１４０００人であり，同年の労働争議仲裁委員会が受理した案件はおよ

そ５０２，０８４件に及んでいる（庄文嘉（２０１３））。

労働争議を解決する法律的な手続きは冗長複雑である。その結果，陳情，

操業停止，ストライキ案件が増加している。

２０１０年には中央社会治安総合ガバナンス委員会が「労働争議矛盾を調査

によって大調停する工作を切実に良好に行うことに関する意見」を表明して

いる。

３）「根源からのガバナンス」：２０１５年「労働関係の和諧（調和）を構築する

ことに関する意見」

労働問題を社会管理の枠組みに組み込み，あわせて「根源からのガバナン

ス」を行うための工作メカニズムを普及する。

２０１２年広東省党委員会，広東省政府は連名の形式で，上述した文件「労

働関係の「和諧」（調和）を構築することに関する意見」を発表した。

（１）基本認識：「労働関係は生産関係の重要な構成部分であり，もっとも基

本的で，もっとも重要な社会関係の一つである。労働関係を「和諧」（調

和）できるか否かは，職員と企業の切実な利益に関与し，経済発展と社会

的な和諧（調和）に影響を与える。」

（２）工作体制とメカニズム：「党委員会の幹部を健全化し，政府が責任を

持って，社会が協同し，企業と職員が参与し，法律的に工作体制を保障す

る。根源からのガバナンスを加速し，動態管理を実施し，応急措置を組み

合わせた工作メカニズムを形成する。

（３）注意すべき内容：

①全面的に労働保障監察のネットワーク化とネットワーク管理を推し進

める。
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②大いに郷鎮（訳者注：農村の末端行政組織）・街道（訳者注：都市の

末端行政組織），村（訳者注：農村の末端自治組織）・社区（訳者注：

都市の末端自治組織）の法律に基づいた労働争議調停組織（大調停）

を建設する。

③労働関係群衆性事件の予防と応急措置メカニズムを改善し，各級党委

員会と政府は調和的な労働関係を建設するための幹部協調システムを

建設しなければならない。

労働関係の情勢にたいする分析研究を強化し，労働関係群衆性争議の経常

的な調査と動態観測予防警戒制度を確立することは，全党委員会幹部の指揮

の下で政府が責任を負い，関係する部門，労働組合，企業が共同参与し，群

衆性事件にたいする応急措置をとるメカニズムを組織する。各級政府は調和

的な労働関係を現地の経済社会発展の計画のなかに盛り込み，政府が責任を

持って評価する体制を構築しなければならない。

郷鎮（街道），村（社区）党の基層組織に，労働就業社会保障公共サービ

スを建設するための予算措置を講ずる。

企業の党組織，基層労働組合，共青団組織，企業代表組織の建設を強化す

る。地域性，業種性労働組合連合会と，県（市），郷鎮（街道），村（社区），

工業園区等の労働組合組織の建設を深化させ，産業労働組合組織体系を構築

する。

２．広東省の「根源からのガバナンス」の方法（２０１５年から毎年調査が実

施されている）

（１）二つのネットワーク化（「網格化」と「ネットワーク化」）の具体化

「網格化」は都市の細分化された一区画を「格子（grid）」とし，これら

の格子管理を系統的に行うことをさす。ネットワーク化はそれぞれの格子を

集めた情報を，大規模データベースに集中させ，系統的に労働状況を管理す

る。たとえば，広州市政府は都市を２１０００の格子に分割し，２００００人を「格

子員」として各格子に配置した。そのほかに，広東省政府は労働監督検査人
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員を街道（鎮）に派遣し，街道（鎮）から収集した情報を省政府労働監督検

査部門に集約している。

（２）大調停

（３）予防と応急措置メカニズム，各級党委員会と政府は健全に調和した労働

関係の幹部協調メカニズムを構築しなければならない。

広東省各級党委員会と政府は「総合陳情センター」を建設した。党委員会

と政府機構，労働仲裁委員会，人民調停委員会，裁判所，労働組合などから

構成される組織である。

（４）基層における労働就業社会保障公共サービス組織建設：「政府がサービ

スを購入」

政府と「社会工作サービス組織」は契約を締結し，社会工作サービス組織

のソーシャルワーカーがサービスを提供する。契約期間は３年で，毎年の経

費はおよそ１００万人民元である。この種のシステムは，香港の社会福祉専門

家の紹介により，上海と広州で開始されたものである（羅観翠（２０１４））。

広州市：各街道にはすべて「家庭総合サービスセンター」が建設されてい

る。

深圳市：各工作ステーション（社区：訳者注，街道より１級下の機構）に

は「社区サービスセンター」が建設されている。

このほか，広東省の各級労働組合も社会サービス機構の建設を開始した。

この種の社会サービス機構は労働組合が雇用した「職業化された幹部」が労

働者に各種のサービスを提供する。「職業化された幹部」は社会から招聘さ

れた労働組合幹部である。職業化された幹部は労働組合系統に属する人員で

あるが，しかし，定員外の人員である。２０１５年までに，広東省総労働組合

が雇用した「職業化された幹部」は１０００人に及び，その中で深圳市の総労

働組合，広州市総労働組合，仏山市総労働組合に属している人員は，それぞ

れ４００人，２５０人，２００人である。

広州市海珠区総労働組合は，２０１５年に農村出身労働者が集住している地

域に，「広州市海珠区鳳陽街道地域外出身労働者活動センター」を建設した。
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広州市従化区総労働組合は，２０１４年に労働組合職員サービスセンターを

建設し，街道（鎮，工業園区）に労働組合職員サービスステーションを建設

し，企業に労働組合職員サービスステーションを普及させた。従化区総労働

組合はすでに１１の労働組合職員サービスステーションを建設した。２０１４年

に明珠工業園に労働組合サービスステーションを建設し，労働組合から人員

を派遣し，政府が派遣した人員と職員サービスステーションが雇用した人員

（ソーシャルワーカー３名）から構成されている。専任職員は３名（すべて

労働組合から派遣された人員），兼任職員５名である。

（５）地域性，業種性労働組合連合会等を推進する：「根源からのガバナンス」

試験区

①「根源からのガバナンス」試験区の経緯

広東省党委員会副書記兼政法委員会書記は，２０１３年１２月に広東省総労働

組合訪問時，まず労働争議の「根源からのガバナンス」の概念を提起した。

深圳市総労働組合はこの概念を受け入れ，併せて２０１４年から労働者が集住

している地域に「労働争議についての根源からのガバナンス試験区」を設立

した。深圳市総労働組合は，まず３つの区の社区に，「労働争議についての

根源からのガバナンス試験区」を設立した。この３つの区に居住する労働者

数は全市の総労働者数の約３分の２に相当する。深圳市の労働争議の３分の

２がこの３区で発生している。深圳市総労働組合幹部によれば，深圳市総労

働組合の定員幹部は約３００人前後である。深圳市には５８の街道があり，各

街道で労働組合の業務に従事する人員はわずか２名のみである（２０１６年１

月調査）。

広東省総労働組合は，２０１６年１０月に深圳市総労働組合の試験区を全省に

普及した。筆者は２０１８年１月３日に深圳市総労働組合幹部のインタビュー

から，全国総労働組合が２０１７年１０月に深圳市総労働組合の試験区の経験を

全国に普及することを知った。あわせて，２０１８年下半期に深圳市で会議が

招集される予定であるとのことであった。

②深圳市総労働組合と試験区
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深圳市総労働組合は，「労働争議にかんする根源からのガバナンス指導小

組」を成立させ，この指導小組は深圳市総労働組合の関係する部門の責任者

（副主席），市・区・街道三級の労働組合幹部から構成されている。筆者は

２０１６年１月の指導小組のインタビューの際に，２０１５年１年間の間に試験区

の訪問客が２００回に及んだことを知った。２０１６年１月の深圳市総労働組合

幹部の訪問時には，深圳市総労働組合は４５０万元を試験区の運営費用として

予算化したと説明された。

A．宝安区福永街道和平区社区試験区

設立は２０１４年９月である。宝安区の労働管理人口は約３５０万人であり，

その中の，地域外からの人口のなかで１９８０年代生まれと１９９０年代生まれの

労働者が，それぞれ８０％，７０％ を占めている。福永街道に居住する労働者

は約１００万人に達し，そのうち，和平社区に居住する労働者は９．８２万人で

ある。和平社区には７９４社の企業があり，その従業員数３００人以上の企業数

は４４社である。

B．宝安区龍華新区銀星高技工業園試験区

２０１４年９月設立。居住する労働者は１．４８万人，企業数は１５６社である。

C．龍崗区嶂背社区試験区

２０１５年２月設立。龍崗区の労働管理人口は約２００万人であり，嶂背社区

に居住する労働者は約２万人である。嶂背社区には３３５社の企業があり，大

部分は労働集約型の企業である。従業員数２５人以上の企業は１６１社，１００

人以上の企業は３０社，５００人以上の企業は３社，１０００人以上の企業は１社

である。

③試験区の具体的な運営：宝安区福永街道和平社区試験区（訪問は２０１６年

１月１９日，２０１８年１月３日）

A．職員

職員は１１人で，深圳市総労働組合が雇用している「職業化幹部」は７名，

街道派遣の職員が３名，社区派遣の職員が１名である。深圳市総労働組合に

所属する「工人文化宮」と職業化幹部は３年間の労働契約を締結した。職業
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化幹部の月給は，大学学部卒が約５０００元，大学院修士課程卒で約５７００元で

あり，毎月の生活費補助として１５００元が支給されている。職業化幹部はい

わゆる有名大学を卒業した職員が多いため，中国のメディアもこの試験区に

注目している。たとえば，職業化幹部の中には清華大学と香港城市大学の修

士課程卒業生も含まれている。

B．活動

試験区の活動の主要部分は組織化と教育である。第一は組織活動である。

「和平区社会試験区労働組合連合会」を組織し，委員２７名であり，委員会は

社区工業弁公室主任（１名），社区婦女連合会幹部（１名），大型企業労働組

合主席（１４名），中小企業労働組合主席（２名），第一線の労働者（２名），

職業幹部（７名）から組織されている。委員長は社区工業弁公室であり，副

委員長は職業化された幹部の中から１名が担当している。副委員長は日常工

作に責任を負っている。（筆者の）２０１８年１月の当該機関の訪問時には，副

委員長は広東省総労働組合委員に昇格していた。「職工の家」の設立は，面

積約８００平方メートル，職員の権利を保護し，教育と訓練，文化活動，労働

者の組織化等を行っている。２０１６年１月の訪問時には，労働組合小組は

１３６，職員協会は２７，活動小組は９９である（その中で，文化小組２２，法律

権利小組８，音楽・体育・美術小組は６９である）。第二は教育活動である。

「聚力計画」（外部専門家２０～３０人から組織される小組─企業の幹部と職員

代表が参加─によるドイツの労使協調モデル）の普及である。７ヶ月の期

間，当該計画に参加した企業は１８企業，人員は１８７９人であった。

四、結論：いくつかの思考に値する問題
労働者が同一の社区の中に集中していることから，工場の問題は容易に社

区の問題に転移する。よって，中国の党と政府は工場の労働問題に注目する

だけでなく，社区そのものを問題解決の対象とするのである。

最近の労働運動と中国の国家が労働問題に介入する事態をどのように評価

するのか？
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（Chan and Hui, ２０１４）は，「労働者の主導性」が逐次「党と政府の主導

性」に転換することを強調する。これは，「暴動から協調に至ることを通じ

て」から「党と政府主導の資本労働関係の協調」に向かうことである。

（Lyddon et al., ２０１５）は，労働者の非組織的行為を強調している。すで

に労働組合は自発的なストライキに参与せず，また平和的ストライキを行っ

ている。

国家の労働問題にたいする介入については以下の見解がある。「協調的権

威主義」（Teets, ２０１３），「福利主義の包容」（Howell, ２０１５），「いわゆるコー

ポラティズムが，一種の文脈の偶然性にすぎない」（Wang, Fei and Song,

２０１５）。

広東省の労働組合はなぜ新しい改革措置を誠実に行うのか？自身の成績を

考慮してなのか。職業精神によるものなのか。一部の労働組合内部の改革派

によるものなのか。

中国の国家が労働問題に介入することははたして有効なのか？労働者ある

いは労働者の代表組織が国家の介入にどのように反応するのか？中国の労働

問題を「involution（集約化）」と概括することはできるのか？それらは一定

の条件の下で，中国の国家と労働者がそれぞれ自らできることを行っている

のだが，しかし，有効で安定的な労働関係状態が形成できていない状態であ

る。
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